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８  陳  情 

第 １ １ 号 

本人の個別同意なく自衛隊に募集対象者の個人情報を提供しな

いことを求める陳情 

 
付 託 委 員 会 

 
総務区民委員会 

 
受理及び付託 

年 月 日 
 

令和８年６月４日受理、令和８年６月１１日付託 

陳 情 者 

新宿区新宿──────────────── 

───────── 

───────── 外１３８名 

 

（ 要 旨 ） 

新宿区は、自衛隊に対し、募集対象年齢（２０２７年４月１日現在で１８歳）と

なる住民の個人情報を記載した宛名シールや一覧表を、本人の個別の同意なく提供

することをやめてください。 

 

（ 理 由 ） 

１ 個人情報提供の法的妥当性と「提供手法」への疑義 

新宿区は、当年４月１５日、区のＨＰ上で、自衛隊に対し募集対象年齢の住民

の個人情報を宛名シールの形態で提供すること及び提供を希望しない対象者につ

いては除外申出を６月５日まで受け付けることを公表しました。 

個人情報保護法第６９条１項は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目

的のために保有個人情報の提供をすることを禁止しています。このため従前は、

自衛隊の隊員募集に際して住民の個人情報を取得するには、住民基本台帳法第１ 

１条１項に基づく「閲覧」の方法でおこなっていました。 

ところが政府は、２０２０年１２月１８日の閣議決定で、自衛隊法第９７条１

項および自衛隊法施行令第１２０条を持ち出して、募集対象年齢の住民の氏名・

住所・性別・生年月日を記載した住民基本台帳の一部の写しを提供することも可

能であるとしてルールを変更しました。 

しかしながら、個人情報は安易に扱われてよいものではありません。政府によ

る解釈変更は裁判でも争われており、政府見解が正しいとは限りません。しかも

新宿区の決定は、住民名簿の写しではなく、対象年齢住民の宛名シールまで作成･

提供しようというものであり、住民の個人情報を過剰に、かつ積極的に差し出す

ものです。このようなことは個人情報保護の観点から極めて慎重であるべきです｡ 

２ 国の権力濫用への懸念と管理体制の不透明性 

また、国の機関が必要だと言えば住民の個人情報が簡単に引き渡されるのでは､

地方自治体は国の権力濫用から住民を守ることはできなくなります。 

実際に、自衛隊情報保全隊事件（仙台高裁平成２８年２月２日判決（判例時報

２２９３号１８頁））では、自衛隊が市民による「医療費負担増の凍結・見直し

」、や春闘、「年金改案反対」、「原水爆禁止の会」、「消費税増税反対」に関
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する各街宣活動等や、「小林多喜二展」、「核兵器廃絶を求める署名活動」等に

関する情報収集を行っていたことを認定し、プライバシー侵害があったと認定し

ています。個人情報を提供してしまうことによるプライバシー侵害の懸念は拭え

ません。 

区は自衛隊と管理に関する覚書を交わしたとしていますが、その内容は公表さ

れておらず、複写禁止等の措置が実効性を持つのか、客観的に信頼できる状態に

ありません。 

従って、自衛隊に提供した個人情報が自衛隊の手元に残らない厳重な方策が示

されていないもとでは、一覧表や宛名シールを提供することは控えるべきです。 

３ 不十分な周知と「除外申出」手続きの不備 

新宿区では、２０１８年に、６５歳以上の高齢者の個人情報を区内４か所の警

察署に提供したことがありましたが、この際には、区から意向確認通知を受けた

対象者の過半数が希望しないとの返事をし、この事業は１回で立ち消えになりま

した。この経験は、個人情報を本人の同意なく第三者に提供する行為は住民の利

益を著しく損なうことを示したものと言えます。 

今回、区は対象者に直接通知をすることを避けて、ホームページにおいて当年

６月５日までに除外申出をするよう案内をしていますが、甚だ周知が不十分と言

わざるを得ません。区の発表は、ホームページのトップで案内されてはおらず、

トップページに並ぶ多数のメニューの中から「その他区政情報」→「新宿区役所･

組織」→「組織案内」→「地域振興部・地域コミュニティ課」と４段階も階層を

下ってようやくたどりついたページの中で並んでいるお知らせメニューの中の「

自衛官募集に係る対象者情報の提供について」というメニューをクリックして初

めて見られるようになっています。自衛官募集となんの関連性も見られないペー

ジをいくつもくぐり抜けていかないと見られないようになっているのでは、通常

の市民が閲覧をすることは困難であり、これでは「周知」と言えず、悪くとらえ

るならば「隠している」との評価も可能です。なぜ対象年齢となる住民に直接通

知を送って周知をはからないのでしょうか。 

しかも、除外申出の期限が６月５日とされていますが、提供の時期は明示があ

りません。仮に提供の時期が当年１０月であると仮定すると、除外申出の期限が

６月５日では早過ぎ、個人情報の提供を希望しない住民が除外申出をする機会を

不当に狭めることになります。 

よって、「陳情の要旨」のとおり陳情いたします。 

 

 


